
海外進出・観光誘致
Case study

被災をきっかけに、国内だけでなく世界の市場に目を向けた企業・団体を紹介。
新しいビジネスフィールドで販路やマーケットを開拓し成功した事例、
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海外進出・観光誘致

宮
城

業種  製造業
代表者  末永 寛太氏［代表］
所在地  宮城県石巻市塩富町2-5-73
TEL.  0225-24-1519
FAX.  0225-24-1547

2013年に東日本大震災で被災した石巻の水産加工業者5社
（末永海産株式会社、株式会社ヤマサコウショウ、株式会社
ヤマトミ、株式会社山形屋商店、株式会社丸平かつおぶし）が
共同でつくったグループ。カキ、海藻、ホタテ、ホヤなど三陸
の海で捕れた海産物の輸出を主な目的としている。

石巻の水産加工業者が
統一ブランドで輸出を展開

08

末永海産株式会社執行役員の
古藤野靖氏
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［SDGs］2030年に向けて

宮城県石巻市の水産業に多大な
る被害をもたらした東日本大震災。
その2年後、石巻の水産加工業者
によってつくられたのが「日高見
の国」だ。グループ名は、かつて
東北地方が大和の国より早く日が
昇ることから「日高見の国」と呼ば
れていたエピソードに由来。販路
拡大のため、カキをはじめとした
三陸の海産物の輸出をしている。
立ち上げに参加した企業は、末
永海産株式会社、株式会社ヤマ
サコウショウ、株式会社ヤマトミ、
株式会社山形屋商店、株式会社丸
平かつおぶしの5社。
「東日本大震災から半年ほどたっ
たころ、首都圏の百貨店などで開
催された復興の催事に一緒に出展
したことがグループ結成のきっか
けです。被災前は競合する関係で
したが、イベント中に親睦が深ま
り、復興のために協力していこう
という機運が高まっていきました」
と、幹事会社末永海産の執行役員
であり、グループの運営管理を担
う古藤野靖氏はその経緯を説明す
る。

輸出へ目を向けたきっかけは、
グループ結成の前、2012年に香
港最大の総合食品見本市「FOOD 
EXPO 2012」に参加したことだ。
この見本市には、ジェトロ（日本
貿易振興機構）仙台の紹介で、末
永海産とヤマサコウショウが出展。
古藤野氏は、現地を訪れたことで
輸出への認識を改めたという。

「震災前、末永海産は、国内のスー
パーが主な取引先でした。海外な
んて考えたこともありませんでし
たが、香港のあまりの活気に驚き
ました。『アジアはまだまだこれか
ら伸びる。輸出は可能性があるぞ』
と手応えを感じたんです」。
また、東日本大震災で生産が滞

り、スーパーの棚が他社商品で埋
められたという背景もあった。
「人口減少などでスーパーの経
営が厳しくなっている中、そこに
頼ってばかりはいられない、新し
い販路を開拓しなければという危
機感は前からありました。でも変
わるきっかけがなく、焦りだけが
じわじわと募っていました。被災
してすべてがリセットされたことで、
逆に新しいことにチャレンジせざ
るを得ない状況になったともいえ
ます」。

輸出のスタートは2013年、香
港の百貨店の催事だったが「価格
などがネックになり、反応はいま
ひとつだった」と古藤野氏。転機
が訪れたのはその1年後だった。
「レストランであれば高い食材で
も継続的に買い入れてくれること
が分かり、その後はレストランへ
の営業活動に力を注ぎました。栄

石巻の水産加工業者が
共同で販路拡大を目指す

窮地が生み出した
海外への活路

08日高見の国

2030年

復興への歩み

3,000

●日高見の国ブランドを立ち上げる
●輸出を開始（香港）

2013年

4,000

●参加事業者数が13に
●風評の影響を受ける

2015年

3,500

2016年

3,200

●殻付きカキ輸出開始

2017年

7,500

●THAIFEX 2014（タイ）
●FOOD TAIPEI 2014（台湾）に出展

2014年

4,000 6,000 8,0000 2,000

国営の公園に15万本の植樹をする
NPO団体の計画を支援。森を造り、
海に栄養分を行き渡らせることで、豊
かな海、豊かな漁場を目指していく。

自然の循環サイクルを生み出し、
三陸の豊かな海を守る

顧客のニーズに合わせて
柔軟に商品を展開

［輸出額（万円）］

末永海産の本社と工場
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※1月～12月まで
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養分に富んだ三陸の海で捕れる海
産物は現地の料理人に高く評価さ
れ、日本食ブームも輸出を後押し
してくれました。その結果、2年
目はホタテの加工品5ｔ、その後、
大量のカキの輸出にも成功しまし
た」。
海外で支持されたのは、商品

の品質だけではない。顧客のニー
ズに合った商品を提供することで、
信頼を築いていった。
「レストランであれば、料理人が
手を加えやすいように味付けのな
い商品に、輸出先の国で使用して
はいけない素材があれば、その国
に合わせた素材で調味料を作るな
どの工夫をしました」。
「日高見の国」として、各企業の
持つさまざまな商品を提示できる
ことも、営業面のメリットになっ
ている。グループとして扱う商品
は30～40種類にも及ぶ。
また、末永海産は自治体による

「石巻市水産加工業再生支援事業」
を利用して工場を建て直した。高
性能な設備を導入したことで衛
生水準も上がり、品質の高いもの
を生産できるようになったという。
生食用カキで、全国で初めて国際
的な食品衛生方式である「HACCP」
の認定を受け、輸出における信用
度を高めた。
輸出に際しては、経済産業省の

「JAPANブランド育成支援事業」
を2013年から2015年までの3年
間、2016年には復興庁の「輸出拡
大モデル事業」を活用。香港、台湾、
タイ、シンガポール、マレーシア、
ベトナムへと展開している。
「震災前までは、どの企業も海外
への販路を持っていなかったので
すが、グループ全体で、1年目に

1ホヤ、カキ、ホタテなどの商品を扱う
234第26回全国水産加工品総合品質審査会で末永海産の「牡蠣
の潮煮」が農林水産大臣賞を受賞したほか、さまざまな賞を受賞
5海外展示会の様子
6海外のあいさつが書かれた自作のメモ

1

2

5

4

3
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3,000万円、2年目には7,500万円
という売り上げを出すことに成功
しました。参加事業者数も3年目
には13に増え、漁業者が加わった
ことで、生産者と加工業者のつな
がりが確立されて出荷量を確保し
やすくなりました」。

一見すると順風満帆のようだが、
最初からスムーズに取引が行われ
たわけではない。輸出に当たって
の最初の難関は「言葉」だったという。
「現地での交渉はもちろん、メー
ルのやりとりや輸出に関わる書類
を作ることも必要。国ごとのルー
ルを理解することも求められました。
最初はジェトロの担当者に同伴し
てもらい、支援を受けながら対処し、
徐々に販路を広げていくことがで
きました」と話す古藤野氏は、各
国のあいさつなどを書き込んだ自
作メモを、試食販売の機会などで
活用している。
「現地の言葉で話し掛けると喜ん
でもらえますし、立ち寄ってくれ
る人も増えます。そうやってきっ
かけをつくり、直接『おいしい』と
リアクションをしてもらえたらう
れしいですね」。

一方、風評が海外においても販
売の妨げとなった。
「輸出を始めて3年目ごろから、
香港などで放射線に関する風評が
流れ出し、取引が難航することが
少なくありませんでした。それだ
けでなく、国・地域による輸入の
規制、輸出商品の確保や、漁獲量
に伴う相場の変動など、乗り越え
なくてはいけない問題は現在もあ
ります」。
それでも現地のお客さまとの対
話を通して、それぞれの要望を丁
寧に拾い、それに応えるよう、日々
試行錯誤を繰り返している。

輸出を始めたことでできた縁も
あった。「ジェトロから殻付きカ

キを探しているところがあると聞
き、これまで作ったことがなかっ
た冷凍の殻付きカキを作ることに
しました。漁業者に相談したところ、
カキのむき場が被災したので、殻
付きでカキを売ろうとしているも
のの販路がなくて困っていた。偶
然にも目的が一致し、タッグを組
んで輸出を始めました」。思わぬ巡
り合わせから、殻付きカキは毎月
5万個ずつ輸出するに至った。
「商社でなくても海外に販路をつ
くれる、輸出もできるという先例
になったことで、追随する企業が
増え、地域の経済復興に貢献でき
たと思う」。古藤野氏は、自分たち
がモデルケースとなったこともう
れしいと話す。
他にも、被災地の復興に一役

買っていることがある。
「自分たちが雇用をしっかりとして、
地元の水産物を使って加工品を
作って売り上げを伸ばしたり、輸
出をしたりすることが、社会貢献、
復興の一助になります。お客さま
はあくまで各社の商品を気に入っ
て買ってくれるので、それぞれの
企業が頑張って売り上げをつくっ
ていく、その積み重ねが大切。そ
うすることで地域が持続的に発展
していけると思います」。

新しい挑戦を続け
水産業から石巻に元気を

顧客の「おいしい」のため
言葉の壁を超えて

08日高見の国

6

海外市場で成功するために

現地の食文化、貿易、市場のルールを把握し
各国に適した方法で商品を提供2

複数社が協力することで
三陸の海産物の多様性をアピール1

HACCPの取得など、
商品の信頼性向上に努める3
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株式会社松島蒲
か ま

鉾
ぼ こ

本舗

海外進出・観光誘致

宮
城

業種  製造業、卸売業、小売業
代表者  須田 展夫氏［代表取締役会長］、朱 二太氏［代表取締役社長］
所在地  本社：宮城県宮城郡松島町松島字町内120
 多賀城工場：宮城県多賀城市八幡字一本柳3-5
TEL.  022-369-3329　 FAX.  022-353-3530
WEB  http://www.matsukama.jp

創業80年を超える老舗のかまぼこ製造業者。東日本大震災では宮城県内
の店舗や工場が大きな被害を受けた。現在は2016年に新設した多賀城
工場でかまぼこを生産し、県内の自社店舗や駅・空港などで
販売。2017年度の売上高は約7億2,000万円、従業員数は
約100人。多賀城工場には直売所や見学コース、手焼き体
験コーナーを設けて地元住民や観光客との交流を図っている。

本社

設備全壊から3カ月で生産再開
工場新設で地域交流も加速

09
代表取締役社長の朱二太氏（後列中央）、
工場長の狩野章氏（前列右）とスタッフの皆さん
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前身の「須田商店」が1934年に
創業して以来、株式会社松島蒲鉾
本舗は笹かまぼこの製造販売を主
業務として、松島町を拠点に発展
を続けてきた。1980年代末に「伊
達政宗ブーム」の影響で年間500
万人以上もの観光客が松島を訪
れた時期には、松島で5店舗を構
えていたという。一部店舗には団
体客向けの食事所も併設しており、
できたての商品をそのまま提供し
ていた。
「東日本大震災による津波の被害
は大打撃でした」と、代表取締役
社長の朱

しゅ

二
つぎ

太
ひろ

氏は話す。「塩竈工
場（塩竈市）は建屋1階天井ほどの
高さの津波に襲われ、建屋の基礎
や構造は残ったものの壁には穴が
空き、生産設備は全壊。3店舗（松
島総本店、五大堂店、門前店）と
本社事務所のある松島町も1.5m
の津波で浸水しました」。
店舗や事務所の変わり果てた様

子を見たときは、しばらく言葉が
出なかったと言う。
「多くの商品が流されたり泥に
まみれたりして、1,000万円分以
上が売り物にならなくなりました。
ただ、被害があまりに大きかった
からか、暗くなる
よりもむしろ開き
直った気持ちで、
『うちの会社だけ
じゃないんだ、仕
方ない』と。状態
が良かった一部の
商品も救援物資と
して避難所に提供
しました」。

被災から1週間後、幹部社員が
集まり復旧方針を話し合った。生
産設備が全壊していたため、まず
は塩竈工場の早期復旧を目指すこ
とに決定。当時社長だった須田展
夫氏は「お中元シーズンにかまぼ
こを提供する」という目標を立てた。
つまり、わずか3カ月後の6月に生
産を再開するということだ。
「当時の従業員は約110人。売り
上げがなく給与を支払い続けるこ
とは難しかったため、準社員やパー
トの皆さまは事業再開後の再雇用
を前提に、一時的離職扱いとしま
した。雇用保険の特例措置を生か
して迅速に失業給付を受け取れる
形にしたのです」。
復旧に向け、まずは15人の正社

員で店舗や工場のがれきや泥を取
り除く作業をスタートした。
「準社員やパートの皆さまが離職
中にもかかわらずおにぎりやカッ
プ麺を持って手伝いに来てくださ
いました。皆さんの心遣いは本当
にうれしかったし、ありがたかっ
たですね」。
4月下旬に片付けを一通り終え、
工場や店舗内部を整備するステッ
プに進んだ。復旧を決断した3月

自社工場の設備が全壊
松島の店舗も津波被害

被災から3カ月で生産再開
グループ補助金も活用

09株式会社松島蒲鉾本舗

［SDGs］2030年に向けて

2030年

復興への歩み

52,028

●3月 被災により休業
●6月 塩竈工場と五大堂店が営業を再開

2011年

71,086

2010年

76,088

●4月 松島総本店がリニューアルオープン
●8月 門前店が新築オープン

2012年

73,171

●1月 新工場の建設に向けた計画が本格化

2013年

63,588

2014年

64,521

2015年

67,639

●4月 「松かまビジョン2020」を発表
●6月 多賀城工場が稼働を開始

2016年

72,381

●朱二太氏が代表取締役社長に就任

2017年

40,000 60,000 80,0000 20,000

［売上高（万円）］

海産物加工企業として海の資源と環
境に配慮すると同時に、子ども向けの
料理教室や子ども目線の工場見学を
実施するなど、次世代に日本の豊か
な魚食文化を伝えていく。

かまぼこ作りを通じて
伝統ある魚食文化を広めたい
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被災後に新築された多賀城工場は、2016年6月に稼働を開始した

【目指していくゴール】

※4月～翌年3月まで

地域復興マッチング「結の場」
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を探しましたが適した用地は見
つかりませんでした。そんなとき、
県の企業立地情報で多賀城市に新
しい工業団地が計画されているこ
とを知ったのです」。
さっそく社内協議を開き、新工
場を多賀城市に建設することが決
まった。理由は大きく3点あるという。
「一つは、多賀城市が2013年に
策定した『減災都市戦略』に共感
したこと。次に松島や仙台駅、仙
台空港といった店舗のあるエリア
から近いこと。三つ目が、災害時
の食料品提供といった立地協定を
市と結び、土地の賃借代など魅力
的な条件を提案いただいたことで
した」。
2016年6月、市が造成した多賀
城市津波復興拠点『さんみらい多
賀城・復興団地』で、新工場が稼
働を開始した（塩竈工場は閉鎖）。
現在、多賀城工場のかまぼこの
生産数は一日に約2万個、売り上
げの増加に伴って生産数も年々増
えている。
「多賀城工場では製造部門と包装

下旬の段階で生産設備を発注して
いたので、工場の整備は6月に間
に合った。
「施設復旧費用の4分の3が補助さ
れるグループ補助金を活用できた
ことは、財政的に大きな助けにな
りました」。
6月10日、当初の目標通りに塩
竈工場で生産を再開し、五大堂店
の売店も営業再開。松島総本店と
門前店は、カフェを併設したり県
内で作られた工芸作品を取り扱い
始めるなど、新しいコンセプトも
取り入れた形で2012年に復旧が
完了した。

復旧を一段落させた松島蒲鉾本
舗が次に検討したのは工場の新設
だった。塩竈工場の土地が地震で
地盤沈下していたこともあり、安
全面や衛生面、生産効率の改善を
目指して新しい土地を見つける必
要があったのだ。
「最初の1年間は松島町で候補地

部門で約40人、事務職を含めると
約50人が働いています。新設に当
たっては『津波・原子力災害被災
地域雇用創出企業立地補助金』も
活用したため、その申請要件もあ
り地元から11人を新規採用しまし
た」。

新しい工場で目指しているのは、
地域との触れ合いだ。
「直売所を併設しただけでなく、
笹かまぼこの手焼き体験スペース
や簡単な工場見学コースを設置し
ました。直売所には、地元の方や
近隣の高校の生徒さんがよく来て
くださいます。直売所の売り上げ
は1年目に比べて2年目は約50%
も増加しましたし、地域の皆さま
にも親しんでいただけていると感
じています」。
地域交流の活性化のためにイベ

ントも積極的に開催している。笹
かまぼこの屋台や手軽な体験コー
ナーを設ける『松かま工場まつり』

新工場で地域住民との
交流に積極的に取り組む

多賀城市に工場を新設し
地元雇用にも貢献

12衛生管理された室内で包装作業に取り組む
従業員たち
3工場併設の直売所。週末は地元住民や団体
客でにぎわう
4かまぼこの手焼き体験コーナー
5子どもにとっての分かりやすさを重視した見
学コーナー。内装はほとんどを従業員が手掛け
た
6「地域の人に親しまれる会社でありたい」と話
す朱氏

1 2

3
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を2016年から毎年開いているほか、
地元の祭りでの屋台出店や、すり
身を使った子ども向け料理教室な
ど、取り組みは多様だ。
「料理教室に来たお子さんが『か
まぼこがおいしかったからまた参
加したい』と言って、ご家族で工
場に来てくださるケースも多いです。
いずれは大人を対象にした料理教
室も開きたいですね」。

多賀城工場が稼働を始める2カ
月前の2016年4月、松島蒲鉾本舗
は『松かまビジョン2020』を発表
した。中心拠点、松島の重要性を
再認識した上で『松かま』ブランド
の確立をうたっている。経営シス
テムなどの共同研究に長年取り組
んできた棟近雅彦教授（早稲田大
学理工学術院）やそのゼミ生も協
力して作り上げたビジョンだ。
「営業戦略や商品開発で判断に
迷ったときも、このビジョンを基
準に決断できるようになりました」

と朱氏はビジョンの意義について
話す。
ビジョンの中で同社が広めたい
とするのは、魚食文化の習慣だ。
「当社はかまぼこメーカーですか
ら多くの人にもっと魚介類を食べ
てほしい。特に子どもへのメッセー
ジは重要と捉えていて、工場見学
コースは子ども目線で説明文や内
装を考えたり、かまぼこがモチー
フのキャラクターを作るなど、か
まぼこに親しみを持ってもらえる
工夫をしています。そのかいもあっ
てか、多賀城市内外から多くの小
学校が見学に来てくださいました」。

商品開発でも工夫を続けてい
る。「お土産色の強い商品だけで
なく、日常食にも力を入れています。
2018年はマグロカツの冷凍食品
を商品化し、生協の個人宅配や自
衛隊基地の食堂メニューに採用し
ていただきました」。
一度は生産設備が壊滅しなが

らも、迅速な意思決定と従業員の
地道な努力でいち早く復旧を遂げ、
工場の新設も果たした松島蒲鉾本
舗。松島と多賀城という二つの地
域に密着した企業として、かまぼ
こを通じてこれからも魚食文化の
発展に貢献を続けていく。

松島と多賀城から
魚食文化を広く発信したい

09株式会社松島蒲鉾本舗

4

5 6

地域性アピールのために

イベントを積極的に開催し、かまぼこを含めた
魚食文化の普及を図る2

新しい工場に直売所や見学コーナーを併設し、
地元の人に親しまれる工場を目指す1

「松かまビジョン2020」を作成し、
地域を礎にした企業ブランドを打ち出す3
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大七酒造株式会社

海外進出・観光誘致

福
島

業種  製造業
代表者  太田 英晴氏［代表取締役社長］
所在地  福島県二本松市竹田1-66
TEL.  0243-23-0007
FAX.  0243-23-0008
WEB  https://www.daishichi.com

安達太良山麓の美しい自然のもと、豊かな名水に恵まれた二本松市で
1752年創業。日本酒の最も正統かつ伝統的な醸造法である「生

き

酛
もと

造り」
一筋に酒造りに打ち込んできた。昭和天皇の即位式典の御
用酒、北海道洞爺湖サミットの公式晩餐会の乾杯酒に採用さ
れるほか、オランダ王室の晩餐会で供されるなど、国内外で
高い評価を獲得している。

伝統と革新。複眼的アプローチで
理想の酒造りと復興加速を実現

10

数々の受賞歴を前にする
代表取締役社長の太田英晴氏

64



●米国商工会議所新年会で大七商品採用
●超扁平精米技術が「エコプロダクツ大賞」受賞

2014年

●「ふくしま産業賞」知事賞受賞

2015年

2016年

●創業250周年記念事業完了
　（新社屋・酒蔵など）

2010年

●ワイン見本市「VINEXPO」（仏）単独出展
●「地酒大show 2011」3年連続・3冠達成

2011年

2012年

●オランダ王室晩餐会に大七商品採用

2013年

［SDGs］2030年に向けて

二本松市に本拠を置く大七酒造
株式会社は、1752年から続く東
北有数の老舗酒蔵。右肩下がりの
日本酒市場にあって、最も正統か
つ伝統的な醸造法である「生

き

酛
もと

造
り」にこだわってきた。また、今
でこそ日本酒の人気が国際的な高
まりを見せているが、無名に近かっ
た90年代から醸造酒の特徴である
多彩な料理との相性の良さなどを
海外に向けて発信。海外での受賞
歴も多く、「DAISHICHI」は欧米
の知識人や料理人に著名ブランド
として認識されるまでになっている。
そんな大七酒造が東日本大震災

および福島第一原子力発電所の事
故に直面したのは、創業250周年
事業として10年がかりで取り組ん
できた新社屋や酒蔵などの建設が
完了し、新たなスタートを切った
矢先の出来事だった。

「被災時、幸いにも社員や社屋
に大きな被害はありませんでした。
また、瓶詰作業中だったライン上
の商品は大半が破損したものの、
貯蔵タンクや瓶詰後に保管してい
た商品がすべて被害を免れたこと
は大きかった」と語るのは、1997
年、十代目当主（代表取締役社長）
に就任した太田英晴氏。
というのも、同社が扱う「生酛
造り」の商品は、ワインと同じよ
うに、時間の経過とともに味わい
や風味が熟成・成長していく点が
大きな特徴で、仕込み、貯蔵の
過程を経て市場に出荷されるのは、

数年先、時には10年先になるから
だ。その間に何らかのアクシデン
トが起こらないとも限らない。
「醸造酒は生き物で、歴代当主た
ちも生き残りのためにさまざまな
苦労を重ねてきたようです。例え
ば、戊辰戦争時にはこの一帯が戦
場となり、敗戦後の荒廃を極めた
状況下で五代目は早世し、残され
た家族は家業を死守するため大変
な苦労をしました。そうした代々
の経験則もあって、『長く貯蔵する
商品ほど、被災確率も高い』とい
うリスクを全社員が共有。毎年秋
には地元消防団所属の社員を中心
に防災訓練を実施しています。ま
た、国内で大きな地震が相次いだ
2010年には地震体験車の体験学
習を通じて実際の揺れ具合や想定
される被害を実感しました。瓶詰
商品にラップを巻いたり、貯蔵タ
ンクの足の数を増やしてどの方向
からの揺れにも耐えられるように
補強するなど、対策を重ねてきま
した」（太田氏）。
被災直後には通信インフラ等が
混乱し、想定外の事態も数多く起
こった。それでも現場が大きく混
乱することはなく、社員が自主的
に安否確認し、部署ごとに適切な
現場対応を実践した。この迅速な
対応に、前年の地震体験車での
教訓が生かされたのは間違いない。
太田氏自身は情報収集、取引先と
の連絡など、経営トップの仕事に
専念することができたという。

地震への備えは万全だった大七
酒造だが、その後、福島第一原子
力発電所の事故という想定外の事

伝統的な醸造技法を継承し
日本酒本来の魅力を世界へ

リスク要因を共有し
被災前から対策を重ねた

10大七酒造株式会社

2030年

復興への歩み

●「ものづくり日本大賞」受賞

2018年

2017年

3,000 4,000 6,0005,0000 2,0001,000

地下水脈を守ること、仕込み蔵は微生物
相の保護のためそのままの形で残すこと、
そして新しい蔵は可能な限り堅牢で、遠い
将来に至るまで存続すること。3つの原則
で食文化と農業の持続可能性に貢献する。

固有の美酒を生み出し続ける
「永続する母胎」へ

緊急対応と恒久的対策を
即座に実施し世界に公開

■米国　■フランス　■英国　■香港　■カナダ
■台湾　■シンガポール　■オランダ　■その他

［海外売上高（万円）］
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態に直面した。
うまい日本酒造りには、品質の
良い水や米、そして、酒に深みや
個性を与える酒蔵に住み着いた微
生物相が欠かせない。醸造環境が
変わると微生物相も変わり、同じ
原料で造っても、同じ味や風味を
出すことはできなくなる。
「そのため、酒蔵の新築に当たっ
ては旧来の酒蔵の板壁を新蔵に導
入するなど、従来の環境の保持に
配慮しました。同時に、品質の長
期安定性と信頼性を維持するため
に、日本初の無酸素充填システム
を導入したわけですが、すべてが
無に帰してしまうリスクが生まれ、
正直、最悪の事態も覚悟しました」
と、太田氏は当時の追い込まれた
心境を明かす。
それでも事故発生のニュース直
後には、杜氏が中心となって、す
ぐに空調設備や換気扇を停止し、
その日のうちに窓や換気口に目張
りを施し、外気の流入を遮断。また、
高性能フィルター、エアカーテン、
食品放射能測定モニタを手配する
など、緊急および恒久的な対策を
徹底する。さらに、対応策の詳細
は放射線検出データと併せてホー
ムページ上で発表し、安全性を国
内外にアピールした。
「当時、同業者の間では『下手に
情報を公開して寝た子を起こすよ
うなことはしない方がいい』といっ
た声もありましたが、放射能汚染
を懸念する気持ちは一緒なので
す。弊社もお客さまの懸念を共有し、
自分達が安心できる対策に全力を
注いだことが、後の風評被害を最
小限にとどめたと思います。約3
週間後に営業再開したときにはか
つてないほどの注文や励ましが殺

1大七酒造の新社屋が面する竹根通りは、都市景観大賞の優秀賞や、日本
都市計画学会の学会賞の計画設計賞などを受賞した景観が魅力
2木桶仕込み蔵に並ぶ、高さ2mを超える大正時代の木桶
3「生酛」ならではの工程である「酛

もと

摺
す

り」では、丁寧に蒸米と麹をすりつぶす
42016年に厚生労働大臣表彰「現代の名工」にも選出された佐藤孝信杜氏
5海外でも高い評価を得る大七のラインアップ。ラベル、瓶などのデザイン
は太田氏によるもの

1

2

3 4
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りを見せている。
「インバウンド需要の追い風
を受けて、地元の蔵元、商店
や観光協会などが連携し、『福
島らしいおもてなし』や、新
たな魅力体験などの付加価値
を提供していくことが大切で
はないでしょうか。数年前か
ら弊社にも酒蔵見学を希望す
る海外の日本酒ファンが増え
ています」と、太田氏は復興に向
けて地元企業ができる役割に触れ
た。毎年、二本松提灯祭りに協賛
するほか、高野山別格本山三宝院
と共に東日本大震災復興支援コン
サートを開催するなど、地元に元
気をもたらす活動に取り組んでいる。
その一方で、ものづくりに対す

る妥協なきこだわりも忘れない。
「国内でも吟醸酒が再び注目され
始めたのはうれしい出来事ですが、
いつしか吟醸酒を頂点とするピラ
ミッドができてしまいました。誰
もが『吟醸風』の酒が上流だと考
え、一方向のベクトルになってい
る傾向が見られますが、多彩な個
性が楽しめるのも日本酒の魅力で
す。大七酒造は、技術的に難しく、
醸造までの時間も要する生酛造り
にこれからもあえてこだわり、そ
こに誰も真似のできない付加価値

到し、お客さまの心遣いの有難さ、
絆の深さを深く感じました」（太田
氏）。

国内以上に風評被害の影響が懸
念された海外市場だったが、アジ
ア圏以外では大七酒造の商品はそ
の後も堅調な伸びを見せた。2011
年にフランスのボルドーで開催さ
れたワインの見本市「V

ヴ ィ ネ ク ス ポ

INEXPO」
には被災直後ながらあえて単独出
展するなど、さまざまな機会を通
じて日本酒の魅力や楽しみ方、そ
して、商品および被災地が置かれ
た状況を丁寧に説明。それ以前
から積み重ねてきた信頼もあって、
DAISHICHIブランドが揺らぐこ
とはなかった。
「被災1年目は、どうしても安全
性のアピールが中心となり、また、
いかに不安を払拭するかばかり考
えてきましたが、海外のワイナリー
経営者や一流シェフ、展示会に参
加された多くのお客さまと接する
うちに、海外では商品そのものだ
けでなく、背景にある思想や文化
といった多様な要素にも興味を持
たれることを実感しました。国内
市場以上に、日本酒本来の魅力、
生酛造りならではの味わいのブラ
ンディングに注力するようになり
ました」と、太田氏は解説する。

被災から7年が経過し、福島県
内では品評会で入賞する蔵元も増
えた。昨今は地元の日本酒と料理、
その背景にある街並みや自然まで
楽しむ酒蔵ツーリズムが盛り上が

を与え、醸造酒のさらなる高みを
目指していければと考えています」。
例えば、原料米の潜在力を最大

限に引き出すために同社が開発し
た超扁平米を用いる酒造りはその
象徴だ。また、東京スカイツリー
公式ショップで限定商品を販売し
たり、女性向けの新ジャンル、ス
パークリング梅酒を開発するなど
意欲的に活動。「地酒大show」で
は2009年から3年連続3冠を獲得
している。そして、2018年には、
伝統的な生酛造りによる高級酒の
開発と、革新的な技術導入、積極
的な海外展開の功績によって、太
田氏は、第7回「ものづくり日本大
賞」経済産業大臣賞を受賞した。
伝統と革新をキーワードに、多

角的アプローチで理想の酒造りと
復興加速を目指す挑戦は、未来の
大七酒造へと受け継がれていく。

ブランディング重視で
商品の背景も海外へ発信

ものづくりにこだわり
さらなる高みを追求

10大七酒造株式会社

5

海外市場で成功するために

伝統を守りながら
真似のできない付加価値をつくる1

顧客の懸念を共有し
正確な情報を迅速に公開する2

商品だけでなく、
背景にある思想や文化を発信3
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2013年取材時の状況
Fo

llow-up

釜石市を拠点に調理冷凍食品の
製造や販売をしている小野食品株
式会社。東日本大震災後、力を入
れ始めた自社通販ブランド「三陸
おのや」は順調に顧客数を増やし、

前回取材時の2013年時点で、事
業スタート時の約1.5倍である1万
7,000人まで拡大、さらなる発展
を目指していた。
顧客数は右肩上がりに増えてい

き、2018年11月現在、約4万人を
超えるほどにまで成長。全国紙へ
の広告掲載やテレビCMなど、広

告の種類や回数を格段に増やす
ことにも成功し、現在通販事業は、
全体売り上げの約7割を超える小
野食品の屋台骨となっている。
ビジネスの基盤を固めた上で、
さらに顧客を増やすことができた
のは、「お客さま視点によるマーケ
ティング戦略によるところが大き

きめ細かい顧客対応と
ノウハウを活用した新商品

海外進出・観光誘致

岩
手

業種  製造業
代表者  小野 昭男氏［代表取締役］
所在地  岩手県釜石市両石町4-24-7
TEL.  0193-23-4675
FAX.  0193-23-6332
WEB  http://www.onofoods.com

1988年設立、釜石市を代表する水産加工業者。一般消費者
（通販卸売・直販）、病院・施設給食や学校給食、外食産業
をターゲット市場に冷凍食品焼魚・煮魚やレトル
ト食品の製造・販売を手掛けている。東日本大
震災後は自社通販ブランドである「三陸おのや」
の売り上げを急速に伸ばしている。

小野食品株式会社

大胆な事業の見直しで
自社ブランドの強みを生かす戦略に

11

代表取締役の小野昭男氏（左）、
コールセンターリーダーの鈴木宣明氏

東日本大震災の影響で既存顧客
を失い、事業の見直しと絞り込
みを図る。価格競争ではなく、
高い品質で勝負することに決め、
外食産業などへの出荷を減らし、
自社通販ブランド「三陸おのや」
に注力。広告やデータ管理、物
流などは外部の企業を活用し、
顧客数を増やすことに成功。

過去記事は
こちらから▶

『被災地での55の挑戦
─企業による復興事業事例集Vol.2─』

2013年度刊行
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ました。まずは、外国から来てい
る従業員も含め、作業に関わる全
員に細かい作業工程の資料を配布。
行動の注意点や商品の特徴をしっ
かりと理解し、全員が同じ意識で
働けるようにしました。また、微
生物や原料を検査していた品質管
理部を増員して、品質保証部に改
組。品質の管理だけではなく、製
造の際には責任者がパトロールす
るようにして新人でも同じ品質の
物ができるような仕組みづくりを
進めています」。

2016年4月には東京都にも営業
所を設置し、さらなる事業の拡大
を目指している。
「通販事業を通じて三陸の海の幸
を全国だけでなく、シンガポール
や香港などアジアにも紹介してい
ければと思っています。また、質
の高い製品を提供してくれる三陸
の一次加工産業会社とも連携し、
少しでも地域経済の発展につなが
るようなビジネスモデルの確立を
目指します」。
一人ひとりの顧客を大切にする

ことで業績を伸ばしながら、新し
い商品開発にも挑戦する。地域と
一緒に歩んでいく挑戦は、これか
らも続く。

い」と、代表取締役の小野昭男氏
は考察する。
「お客さまからの意見を反映した
新商品を開発できるように心掛け
ました。弊社の商品には感想や意
見を書き込めるハガキを同封して
いるのですが、返信してくださる
お客さまの意見にはすべて目を通
すようにしています。当然辛口の
意見もありますが、商品開発にお
いてこれ以上のヒントはありません。
お返事も必ずするようにして、お
客さまとの関係を深められるよう
に心掛けています」。
また、小野食品の強みである取
引先の多様さも通販事業へ生かさ
れていると言う。
「弊社のもう一つの主力ビジネス
は介護施設や学校への給食事業で
す。通信販売のメインターゲット
も60代～70代の方なので、『どん
な味付けが好まれるのか』や『この
魚で今度はこんな料理が食べたい』
といった、その分野で得た意見や
知識を活用することができるんです。
これを生かせば、さまざまなニー
ズに対応することができます。今
後はターゲットの幅を広げ、若い
一人暮らしの男性や、介護をして
いる40代～50代の女性向けの商
品も開発していく予定です」。
2016年には大槌町で新工場も
稼働を始め、さらなる顧客の拡大
にも対応できそうだ。

2013年掲載時に課題として挙
げていた「社員の『暗黙知（知恵・
コツ）』の共有」も大きく改善して
いると言う。
「『作業の見える化』を徹底させ

「作業の見える化」の徹底と
品質保証の厳正な管理

多様なニーズへの対応と
海外への進出が今後の目標

11小野食品株式会社

「三陸おのや」の商品。魚の煮付けとい
った定番に加え、ホタテのアヒージョなど
洋風料理も人気を集めている

［SDGs］2030年に向けて

2030年

復興への歩み

1,440

2010年

689

2011年

1,308

●12月 ISO22000の認証

2012年

1,729

●2月 売上金額が被災前の水準に戻る

2013年

2,026

2014年

1,980

2015年

2,269

●3月 大槌工場稼働開始
●4月 東京営業所業務開始

2016年

2,629

●3月 三陸おのやが
 「ネットショップ大賞」受賞

2017年

三陸の海の幸を生かした食品を製造
することで、地場産業である水産加工
業の雇用を創出し、産業の継続・発展
に寄与。また海の資源を利用すること
を意識し、漁業従業者と連携を図る。

通販・直販事業を強化し
地域の産業を活性化

前回の取材
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1,200 2,4001,800 3,0000 600

［売上高（百万円）］

【目指していくゴール】

※4月～翌年3月まで
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前回の取材から6年余り、松川
浦の挑戦は確実に実を結びつつあ
る。2012年4月から企画した「復
興チャレンジグルメ」はこの秋で
実に第16弾を迎えた。「元気な松

川浦」を知ってもらうために継続
にこだわり、飽きられないよう、
毎回、工夫を凝らしたメニューを
企画。安全性が確認され提供でき
る食材が増えたこともあり、県内
外からの問い合わせや団体客の予
約も徐々に増加。「呼び水」として
の役割は十分に果たしている。

相馬市松川浦観光振興グループ
の事務局長である「ホテルみなとや」
の管野貴拓氏は、明るい口調で次
のように語る。
「お客さまにはおいしいものをた
くさん食べて笑顔で帰ってほしい。
漁獲量は回復していませんが、今
できる最上の宿泊体験をしてもら

「復興チャレンジグルメ」が
つないできた希望

海外進出・観光誘致

福
島

業種  宿泊業、飲食サービス業
代表者  小野 芳征氏［有限会社カネヨ水産 代表取締役］
所在地  福島県相馬市尾浜字原228-25
TEL.  0244-38-8808
WEB  http://matsukawaura.com

2011年に相馬市観光協会と松川浦旅館組合を中心に、松川浦地
域の25事業者と、対岸の岩子地区の2事業者で結成。津波でほ
ぼ全域が被災したものの、大部分の事業者が被災前
と同じ場所で事業を再開している。県内随一の良港
と風光明

めい

媚
び

な景観で知られる松川浦を取り戻すため
一致団結し、観光復興を目指している。

相馬市松川浦観光振興グループ

業態を越えた若手中心の結束力
新しい価値を育むツアー開発

12

2012年取材時の状況
Fo

llow-up

東日本大震災の影響で地元食
材を安定供給することができず、
観光客を受け入れられない状況。
しかし、そんな中でも“おいしい
魚の町、松川浦”を発信するた
めに「復興チャレンジグルメ」を
企画。観光客に地元の食材を安
心して提供できる日を夢見て走
り始めていた。

過去記事は
こちらから▶

『被災地での55の挑戦
─企業による復興事業事例集─』

2012年度刊行

事務局長の管野貴拓氏
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［SDGs］2030年に向けて

うことを心掛けています」。
ただ、漁獲量は被災前の約15％
程度。名物の地元産ズワイガニ
が提供できず、思い通りのおも
てなしができないこともあるとい
う。また、2016年に除染作業員
が完全撤収。それまで満室だった
ホテルも空室が目立つようになった。
2012年から観光客の数は4倍近く
伸びてはいるが、作業員の撤収が
影響して、売り上げは半分以下に
落ち込んでいる。本来の観光客を
新たな魅力で獲得できなければ松
川浦の未来は開けない。「松川浦
に来る新しい目的づくりの必要性」
はグループメンバーの共通の認識
だった。

松川浦には、まだ知られてい
ない観光資源が眠っているはず
―。地元の若手が集まってガイ
ド隊を結成し、松川浦の魅力づく
りに奔走した。最初に形になった
のが、家族連れ向けの磯遊びツアー
だ。以前から地元の子どもたちは
磯辺でカニ釣りなどを楽しんでいた。
それを観光客向けに体験として提
供しようというもの。相馬市観光
協会からの力添えもあり、2019
年から本格的に観光プランの一つ
としてプロモーションする予定だ。

「今後の目標は、インバウンド向
けの原発ツアーを実現すること」。
将来的には松川浦での宿泊をセッ
トにした観光プランを提案するため、
専門知識を勉強中だという管野氏。
「被災後、時間だけはありました。
松川浦の観光の火をともし続ける
ために一体何ができるかをみんな
でじっくり考えることができたん
です。ゼロから始めてようやく実
を結び始めた新たな試みの、これ
からが頑張り時です」と、力強く語る。

若手を中心に新たな一歩を踏
み出した松川浦。そんな若手の頼
りになる兄貴分でもある管野氏は、
東日本大震災を機に団結力が一層
強くなったと感じている。
「みんな自分のホテルの部屋が満
室だったら、そのまま他のホテル
に連絡してお客さまを紹介するん
ですよ。個々のホテルが独自に努
力していても限界があるでしょう。
松川浦全体として、観光地として、
どれだけお客さまをおもてなしで
きるかが大事なんです」。
甚大な被害を受けながらも悲観

的にならず、観光業を営む者とし
ておもてなしの心を忘れない。強
い絆が生み出す「新しい松川浦の
価値創造」に、今後も注目が集まる。

若手のアイデアで実現した
家族向けの磯遊びツアー

地域全体でおもてなしを
実現するグループの結束力

12相馬市松川浦観光振興グループ

復興チャレンジグルメ　 磯遊びツアーの様子 2030年

復興への歩み

［観光宿泊者数（人）］

資料紛失のため宿泊者数不明。

●5月 観光振興グループ結成
●6月 グループ補助金申請

2011年

3,471

●第1～2弾 復興チャレンジグルメ実施

2012年

2,850

●第3～5弾 復興チャレンジグルメ実施

2013年

5,571

●第6～7弾 復興チャレンジグルメ実施

2014年

7,699

●第8～10弾 復興チャレンジグルメ実施

2015年

10,984

●第11～13弾 復興チャレンジグルメ実施
●12月 除染作業員が完全撤収。宿泊総数が激減

2016年

16,000（見込み）

●11月 磯遊びツアー試行
●第15～16弾 復興チャレンジグルメ実施

2018年

13,169

●第14弾 復興チャレンジグルメ実施

2017年

8,000 12,000 16,0000 4,000

海産物や景観などの従来の魅力に加
え、磯遊びや原発ツアーなどの新しい
魅力を発掘。地域への持続的な観光
につなげるとともに、新たな雇用を生
み出すことを目指す。

従来の観光資源の整備と
新たな観光目的づくりの推進

前回の取材
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【目指していくゴール】

※1月～12月まで
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